
各務原市子ども食堂・子ども宅食支援事業補助金交付要綱 

（平成３１年３月２９日決裁） 

（趣旨） 

第１条 市は、生活に困窮する世帯、ひとり親家庭その他支援を必要とする世帯の子

どもが健やかに育成される環境及び高齢者、障がい者等を含む地域住民の交流拠点

の整備を促進するため、各務原市内で子ども食堂又は子ども宅食を開始し、及び運

営する団体に対し、予算の範囲内において各務原市子ども食堂・子ども宅食支援事

業補助金（以下「補助金」という。）を交付するものとし、その交付に関しては、各

務原市補助金交付規則（昭和３８年規則第３４号。以下「規則」という。）に定める

もののほか、この要綱の定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

（１）子ども食堂 子どもに無料又は低額で食事を提供すること等を通じて子どもの

居場所を確保できる施設をいう。 

（２）子ども宅食 社会的に孤立しがちな子育て世帯等に対し、定期的に食品等を届

けることで、支援につながりにくい子育て世帯等の見守りを行う事業をいう。 

（３）子ども おおむね１８歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある者

をいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となるものは、次に掲げる要件を全て満たす団体とする。 

（１） 定款、会則その他の規程を備えていること。 

（２）各務原市内において子ども食堂又は子ども宅食（以下「子ども食堂等」という。）

を運営し、又は補助金の交付の申請をする年度内に各務原市内において子ども食

堂等を開始する予定があること。 

（３）団体の構成員は、主に子ども食堂等を開始し、及び運営する地域の住民である

こと。 

（４）次条に規定する補助事業と当該事業以外の経費とを区別し、その収支を明らか

にできること。 

（５）団体及び団体の代表者が市税、消費税及び地方消費税を滞納していないこと。 

（６）公序良俗に反する活動を行わないこと。 



（７）子ども食堂等を実施する際に、営利行為及び特定の政党若しくは政治団体又は

宗教に係る活動を行わないこと。 

（８）規則第３条の３各号のいずれにも該当しないこと。 

 （補助事業） 

第４条 補助事業は、各務原市内で子ども食堂等を開始し、及び運営する事業であっ

て、子ども食堂にあっては次項、子ども宅食にあっては第３項に規定する要件を満

たすものとする。 

２ 子ども食堂の補助事業に係る要件は、次に掲げる事項を全て満たすこととする。 

（１）子ども食堂の主な利用者は、生活に困窮する世帯、ひとり親家庭その他支援を

必要とする世帯の子ども及びその保護者であること。 

（２）前号に規定する世帯以外の世帯の子ども、地域の高齢者、障がい者等が同号に

規定する利用者とともに子ども食堂を利用することができること。 

（３）緊急時等における利用者の連絡先を本人の同意を得た上で確認すること。 

（４）利用者が２０人未満の場合は、その過半数が子どもであることとし、利用者が

２０人を超える場合は、そのうち１０人以上が子どもであること。 

（５）食事の提供における子どもに係る負担額は、無料又は実費相当程度とし、子ど

も以外の利用者に係る負担額は、実費相当程度とすること。 

（６）子ども食堂を第６条第２項に規定する期間中、定期的に、かつ、平均月１回以

上実施すること。ただし、公立小中学校の長期休業期間中のみ実施する場合にあ

っては当該期間中に８回以上、子どもの学習支援事業と連携して実施する場合に

あっては当該年度の年度末までに４回以上実施すること。 

（７）子ども食堂の実施１回当たり、平均１０食以上の食事の提供を行うこと。 

（８）子ども食堂の実施時においては、常駐の責任者を配置すること。 

（９）岐阜保健所の指導に基づき、飲食業の営業許可を受けること。 

（１０）大量調理施設衛生管理マニュアル（平成９年３月２４日付け衛食第８５号厚

生省生活衛生局長通知別添）、中小規模調理施設における衛生管理の徹底について

（平成９年６月３０日付け衛食第２０１号厚生省生活衛生局食品保健課長通知）

又は岐阜県が定める福祉目的の食事提供行為における衛生管理事項（福祉目的の

食事提供行為における食品衛生管理指針別紙）に基づき、適切な衛生管理を行う

こと。 

（１１）子ども食堂の実施に当たっては、設備、周囲の環境、運営時間等に配慮する



とともに、利用者及び当該事業に従事する者を被保険者とする傷害保険等に加入

する等安全確保に努めること。 

（１２）食事の提供のみならず、学習面での支援、レクリエーション活動の場の提供

等子どもが安心かつ健全に過ごすことができる環境を確保するよう努めること。 

（１３）子どもが幅広く子ども食堂を利用でき、かつ、高齢者、障がい者等を含む地

域住民がボランティア又は利用者として参加できるように広報等を行うこと。 

（１４）子ども食堂の運営について、あらかじめ地域の代表者に説明し、当該者の理

解及び協力を得るよう努めること。 

（１５）子ども食堂の適正な運営を図るため、一の年度につき１回以上子どもの利用

者の保護者及び地域の代表者から、その意見を聴く場を設けること。 

（１６）翌年度以降においても子ども食堂の運営を継続する見込みがあること。 

（１７）当該子ども食堂の開始及び運営に関し、他の補助金、助成金等を受けていな 

いこと。 

３ 子ども宅食の補助事業に係る要件は、次に掲げる事項を全て満たすこととする。 

（１）子ども宅食の主な利用者は、生活に困窮する世帯、ひとり親家庭その他支援を

必要とする世帯の子ども及びその保護者であること。 

（２）緊急時等における利用者の連絡先を本人の同意を得た上で確認すること。 

（３）子ども宅食を毎月１回以上実施すること。 

（４）子ども宅食の実施１回当たり、平均１０世帯以上に食品等の宅配を行うこと。 

（５）食品等の宅配のみならず、利用する子ども及びその家族への聞き取り等により、

当該子ども及びその家庭の状況を把握し、それらの者の同意を得た上でその内容

を毎月市へ報告すること。 

（６）大量調理施設衛生管理マニュアル、中小規模調理施設における衛生管理の徹底

について又は岐阜県が定める福祉目的の食事提供行為における衛生管理事項に基

づき、適切な衛生管理を行うこと。 

（７）翌年度以降においても子ども宅食の運営を継続する見込みがあること。 

（８）当該子ども宅食の開始及び運営に関し、他の補助金、助成金等を受けていない

こと。 

４ 前２項の規定にかかわらず、災害その他やむを得ない理由により前２項に規定す

る要件を満たすことができない場合は、別途協議の上、補助対象とすることができ

る。 



（補助対象経費等） 

第５条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）及び補助率

は、別表のとおりとする。 

（補助金の額等） 

第６条 補助金の額は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める額とし、こ

れらを合算した額に１，０００円未満の端数が生じたときは、当該端数を切り捨て

た額とする。 

（１）別表に掲げる運営に係る経費に対する補助金の額 当該補助対象経費の支出額

から子ども食堂等に係る収入を控除して得た額又は次項に規定する期間内におい

て子ども食堂等を実施した回数に１万円を乗じて得た額のいずれか少ない額（そ

の額が２０万円を超える場合は、２０万円） 

（２）別表に掲げる開始に係る経費及び事業内容の拡充に係る経費に対する補助金の

額 当該補助対象経費の支出額又は３０万円から前号の規定により算出した額を

控除して得た額のいずれか少ない額 

２ 補助金は、市が補助金の交付の決定をした日の属する月の初日から当該年度の３

月３１日までに係る補助対象経費について交付するものとする。 

３ 補助金の交付は、一の団体当たり一の年度につき１回限りとし、通算して５回ま

でとする。ただし、別表に掲げる開始に係る経費及び事業内容の拡充に係る経費に

ついては、それぞれ通算して１回に限る。 

（補助金の交付の申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする団体は、各務原市子ども食堂・子ども宅食支

援事業補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、市長が別に定

める期日までに市長に提出しなければならない。 

（１） 事業実施計画書（様式第２号） 

（２） 収支予算書（様式第３号） 

（３）団体調書（様式第４号） 

（４）誓約書（様式第５号） 

（５）定款、会則その他の規程 

（６）前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（補助金の交付の決定等） 

第８条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、補助金



の交付の適否を決定し、各務原市子ども食堂・子ども宅食支援事業補助金交付（不

交付）決定通知書（様式第６号）により当該申請をした団体に通知するものとする。 

（補助金の交付条件） 

第９条 補助金の交付の決定には、規則第６条第１項各号に掲げる事項のほか、次に

掲げる条件が付されるものとする。 

（１）補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった

場合には、その旨を速やかに市長に報告し、その指示を受けなければならないこ

と。 

（２）補助事業により取得し、又は効用の増加した価格が単価３０万円以上の機械、

器具その他財産については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施

行令（昭和３０年政令第２５５号。第５号において「適化法施行令」という。）第

１４条第１項第２号の規定により別に定められた期間を経過するまで、市長の承

認を受けないで、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付

け、又は担保に供してはならないこと。 

（３）補助事業により取得し、又は効用の増加した価格が単価３０万円以上の機械及

び器具を市長の承認を受けて処分することにより収入があった場合には、その収

入の全部又は一部を市に納付させることがあること。 

（４）補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、補助事業の完了

後においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運営

を図らなければならないこと。 

（５）補助事業に係る経費の収入及び支出を明らかにした書類、帳簿等を整備し、及

び子ども宅食を実施する場合には補助事業に係る予算及び決算について市長が別

に指定する調書を作成し、補助事業の完了する日（補助事業の中止又は廃止の承

認を受けた場合は、その承認を受けた日）の属する年度の翌年度以後５年間（補

助事業により取得し、又は効用の増加した価格が単価３０万円以上の機械、器具

その他財産の財産処分の制限を受ける期間が５年を超える場合にあっては、当該

財産の財産処分が完了する日の属する年度の末日又は適化法施行令第１４条第１

項第２号の規定により別に定められた期間を経過する日が属する年度の末日のい

ずれか遅い日まで）保管しなければならないこと。 

（６）補助事業の完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税

及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合（仕入控除税額が零円の場合



を含む。）には、速やかに市長に報告しなければならないこと。この場合において、

補助事業者が全国的に事業を展開する組織の一支部等であって自ら消費税及び地

方消費税の申告を行わず、本部等で消費税及び地方消費税の申告を行っていると

きは、本部の課税売上割合等の申告内容に基づき報告すること。 

（７）前号の規定による報告に基づき、補助金のうち消費税及び地方消費税に係る仕

入控除税額に相当する額の全部又は一部を市に納付させることがあること。 

（申請の取下げ） 

第１０条 規則第８条第１項の規定により申請の取下げをすることができるのは、補

助金の交付の決定の日から１０日以内とする。 

 （変更等の申請） 

第１１条 規則第６条第１項第２号から第４号までの規定により市長の承認を受けよ

うとする補助事業者は、各務原市子ども食堂・子ども宅食支援事業（変更・中止・

廃止）承認申請書（様式第７号）を市長に提出しなければならない。 

 （変更等の決定） 

第１２条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、承認

の適否を決定し、各務原市子ども食堂・子ども宅食支援事業（変更・中止・廃止）

承認（不承認）決定通知書（様式第８号）により補助事業者に通知するものとする。 

（実績報告） 

第１３条 補助事業者は、補助事業が完了したときは、当該事業が完了した日以後３

０日を経過する日又は補助金の交付の決定があった日の属する年度の３月３１日の

いずれか早い日までに、各務原市子ども食堂・子ども宅食支援事業実績報告書（様

式第９号）に次に掲げる書類（子ども宅食の補助事業にあっては、第２号及び第５

号に掲げる書類を除く。）を添えて、市長に提出しなければならない。 

（１） 収支決算書（様式第１０号） 

（２） 利用者数、配置スタッフ等報告書（様式第１１号） 

（３） 補助対象経費の支払を証する書類 

（４） 写真その他補助事業の実施状況が分かる書類 

（５） 子どもの利用者の保護者及び地域の代表者からの意見が分かる書類 

（６）前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

 （補助金の額の確定） 

第１４条 市長は、交付すべき補助金の額を確定したときは、各務原市子ども食堂・



子ども宅食支援事業補助金確定通知書（様式第１２号）により補助事業者に通知す

るものとする。 

 （補助金の交付） 

第１５条 市長は、補助金の交付の目的を達成するため必要があると認めるときは、

規則第１４条第１項ただし書の規定により、補助金を一括し、又は分割して事前に

交付することができる。 

２ 補助事業者は、補助金の交付を受けようとするときは、各務原市子ども食堂・子

ども宅食支援事業補助金交付請求書（様式第１３号）を市長に提出するものとする。 

 （決定の取消し及び補助金の返還） 

第１６条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、補

助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

（１）この要綱の規定に違反したとき。 

（２）虚偽その他不正な行為により補助金の交付を受け、又は受けようとしたとき。 

２ 市長は、補助金の交付の決定の全部若しくは一部を取り消し、又は既に交付した

補助金の全部若しくは一部を返還させるときは、各務原市子ども食堂・子ども宅食

支援事業補助金交付決定取消（返還）通知書（様式第１４号）により補助事業者に

通知するものとする。 

 （守秘義務） 

第１７条 補助事業者及びその構成員は、この事業の実施に当たり、個人情報の適正

な取扱いに努めなければならない。 

２ 補助事業者及びその構成員は、この事業により知り得た個人情報を他に漏らして

はならない。その職を退いた後も同様とする。 

（その他） 

第１８条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

  附 則（令和２年４月１日決裁） 

この要綱は、決裁の日から施行する。 

  附 則（令和２年７月１日決裁） 

この要綱は、決裁の日から施行する。 

  附 則（令和３年３月３１日決裁） 



この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

  附 則（令和５年１１月２７日決裁） 

１ この要綱は、決裁の日から施行する。 

２ 改正後の各務原市子ども食堂・子ども宅食支援事業補助金交付要綱の規定は、令

和５年度以後の予算に係る各務原市子ども食堂・子ども宅食支援事業補助金につい

て適用する。 

   附 則（令和６年３月２９日決裁） 

１ この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

２ 改正後の各務原市子ども食堂・子ども宅食支援事業補助金交付要綱の規定は、令

和６年度以後の予算に係る各務原市子ども食堂・子ども宅食支援事業補助金につい

て適用し、令和５年度以前の予算に係る各務原市子ども食堂・子ども宅食支援事業

補助金については、なお従前の例による。 

別表（第５条関係） 

補助対象経費 内容 補助率 

運営に係る経費 

 

報償費（交通費を含む。）、消耗品

費、燃料費、印刷製本費、光熱水

費、賄材料費、役務費、保険料、

委託料、使用料及び賃借料 

１０分の１０ 

開始に係る経費 報償費（交通費を含む。）、消耗品

費、燃料費、印刷製本費、光熱水

費、賄材料費、役務費、保険料、

委託料、使用料、賃借料及び備品

購入費 

事業内容の拡充に係る経費 

 


